
Ⅰ 研究の概要 

１ 研究の目的 

 平成９年に出された国の「教育改革プログラム」の３「学校外の社会との積極的な連携」のための方策として

「学校支援ボランティア」が提案され、その後、中央教育審議会等でも学校支援ボランティア活動の推進が提言

された。さらに、平成１３年の社会教育法及び学校教育法の一部改正では、社会教育と学校教育の連携が法に位

置づけられることになった。 

 栃木県においても､平成６年度から学社連携推進事業を実施するとともに､平成１２年度から１３年度にかけて

は文部科学省の「学校におけるボランティア等活用推進事業」の委託を受け、県内１２推進地域においてこの事

業を実施してきた。そして、平成１５年度より学校支援ボランティア促進事業が実施され、普及啓発及び研修等

が行われている。  

 しかし、事業の進展に伴い、学校支援ボランティア活動を受け入れている学校数・活動分野等が把握できてい

ないことや学校によって取組に格差があること、また、教職員の意識においても温度差があることなどの課題が

浮上してきた。  

 上記のような現状を受け、学校と地域がより積極的に連携を図りながら教育活動を充実することをねらいとし

た学校支援ボランティアを一層推進していくために、活動の実態を調査し、事例を収集・研究しながら、効果的

な学校支援ボランティア活動の展開方策について提言する。 

 本調査でいう「学校支援ボランティア」とは、人々の自発的意思によって、学校

や学校教育活動を場とするボランティア活動、または、そのような場でボランティ

ア活動を行う人を指す。栃木県内でも住民が地域の学校の教育活動を様々な形で支

えている例が多くみられる。学校や地域によっては「学校支援ボランティア」を「学

校ボランティア」や「街の先生」等とよんでいる場合もある。 

 本調査において、学校支援ボランティアの対象となる活動、対象から除く活動は

下記のとおりである。 

本調査で対象となる活動 本調査で対象から除く活動 

○教科指導・学校行事の支援  

○総合的な学習や道徳の時間の支援  

○部活動・クラブ活動などの支援  

○読み聞かせなどの読書活動の支援 

○校舎等の補修･清掃、校庭の美化 等 

○教材作成・校内のパソコン整備 等  

○登下校や校外活動の安全支援 等 

○ＰＴＡの事業化された活動 

  →ＰＴＡ奉仕作業 等 

 

○社会体験活動の受け入れ 

  →マイチャレンジ事業 

  →インターンシップ事業 

  →職場体験事業 等 

 ２ 調査研究の方法等 

（１）調査方法 

  ① アンケート調査 

       県内の公立小学校・公立中学校・県立高等学校・県立盲聾養護学校 

       ・学校支援ボランティアに対して調査票を送付し、学校支援ボランティアの実態を調査する。 

    ア 学校用（ＦＡＸによる回答） 

    イ 学校支援ボランティア用（郵送による回答） 

  ② ヒアリング調査 



     学校支援ボランティア活動を促進するため、多様な活動機会や効果 的な課題解決方法等について、事

例を収集し、研究する。 

（２）調査対象 

   

  ① 公立小学校 
４２

３ 

  ② 公立中学校 
１６

９ 

  ③ 県立高等学校 ７２ 

  ④ 県立盲聾養護学校 １４ 

  ⑤ 学校支援ボランティア 
５５

４ 

＊アンケート調査回収状況 

  公立小学校 公立中学校 
県立高等学

校 

県立盲聾養

護学校 

学校支援ボ

ランティア 

標本

数 
４２３ １６９ ７２ １４ ５５４ 

回収

数 
４１９ １６５ ６９ １４ ３８９ 

回収

率 
９９．１％ ９７．６％ ９５．８％ １００％ ７０．２％ 

（３）調査研究期間 平成１７年６月～平成１８年１月 

  ① アンケート調査 平成１７年７月 

  ② ヒアリング調査 平成１７年１１月 

（４）調査内容 

  ① アンケート調査 

    ア 学校用 

     （ア）受け入れ体制の整備に関すること 

     （イ）学校支援ボランティアとのコミュニケーションに関すること 

     （ウ）学校支援ボランティアを受け入れた効果に関すること 

    イ 学校支援ボランティア用  

     （ア）学校支援ボランティアの活動状況に関すること  

     （イ）活動への参加・参画状況に関すること 

     （ウ）学校支援ボランティア自身への影響・変化に関すること 

  ② ヒアリング調査 



    ア 活動の概要 

    イ 始めるきっかけ 

    ウ 活動の内容 

    エ 成果と課題 

    ☆ ここが特徴 

（５）調査研究委員会 

   ① 研究委員会の構成 

   ＊調査研究委員  

氏 名 所   属   ・   職 

廣瀬 隆人 宇都宮大学教授  ＊研究委員長 

田中 則子 栃木県河内郡上三川町立北小学校教頭 

田村  一 
栃木県教育委員会事務局学校教育課小中学校教育担当指

導主事 

光野公司郎 
栃木県教育委員会事務局下都賀教育事務所学校支援課指

導主事 

柳澤 邦夫 
栃木県教育委員会事務局河内教育事務所ふれあい学習課

副主幹 

大関 絹恵 
栃木県教育委員会事務局塩谷教育事務所ふれあい学習課

社会教育主事 

黒﨑 照史 
栃木県教育委員会事務局生涯学習課生涯学習振興担当社

会教育主事 

 

 ＊事務局 

     栃木県総合教育センター 生涯学習部 

   ② 委員会開催 

    第１回 平成１７年６月７日（火）   

      ・研究調査の概要、研究計画、アンケート調査について 

    第２回 平成１７年１０月１１日（火）      

      ・アンケート調査結果、ヒアリング調査について 

    第３回 平成１８年１月１３日（金）      

      ・報告書の検討、研究発表について 

（６）報告書の作成等 

   ① 「学校支援ボランティアに関する調査研究」報告書として作成  

   ② 栃木県総合教育センター 平成１７年度「研究紀要」にて報告 

   ③ 平成１７年度栃木県教育研究発表大会で発表 

   ④ 栃木県学習情報提供システム「とちぎレインボーネット」にて発信 

 


